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Ⅰ．福島県の復興と成長
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福島県は総面積東北２位、「製造品出荷額等」は東北１位（平成２５年度）

広大な県土を活かした多彩な産業を有する

震災前（平成22年度） 震災直後（平成23年度） 現 在（平成24年度～）

農
林
水
産
業

観
光
産
業

製

造

業

■米、トマト、柿などの全国有数の産地

■水稲収穫量 ４，４５７百ｔ 全国４位

■農業産出額 ２，３３０億円 東北２位

■観光客入込総数 ５，７１７万人

■放射性物質の暫定基準を超えた農作物
の出荷制限

■水稲収穫量 ３，５３６百ｔ 全国７位

■農業産出額 １，８５１億円

■観光客は原発事故や風評被害により
大幅減少

■観光客入込総数 ３，５２１万人

■観光客数は震災前の８割まで回復

■観光客入込総数 ４，８３１万人

東日本大震災発生多彩な魅力あふれる県 復興に向け着実に進捗

■製造品出荷額等 ５０９百億円 東北１位

■７割の企業が「取引先から製品等の

放射線測定を要請された」

■会津地域でも「取引先からの部品等の納入

遅延」が６割超発生

■製造品出荷額等 ４７５百億円 東北１位

■工場の新増設の動きが急増

■県産農林水産物のモニタリング

■米の全袋検査実施

■水稲収穫量 ３，８２６百ｔ 全国７位

■農業産出額 ２，０２１億円 回復基調

■恵まれた自然環境、温泉・名勝地が
ある全国でも指折りの観光県

（平成２５年度）

(平成２５年度）

■製造品出荷額等４３２百億円 東北１位

（平成２５年度）

■本県経済の中心となる産業

出所：福島県ＨＰ、平成２３年度版福島県勢要
覧、

酒類総合研究所

出所：福島県ＨＰ、平成２４年度版福島県勢要覧、

酒類総合研究所、一般財団法人とうほう地域総合研究所

出所：福島県ＨＰ、平成２５年度版福島県勢要覧、

酒類総合研究所

■福島空港利用者数 ２８万人 ■福島空港利用者数 ２１万人 ■福島空港利用者数 ２４万人
(平成２５年度）

■全国新酒鑑評会 金賞数１９ 全国２位

■全国新酒鑑評会 金賞数２２ 全国２位
金賞数１７ 全国１位
(平成２５年度）

（平成２４年度）

■教育旅行宿泊者数 ６７万人 ■教育旅行宿泊者数 １３万人 ■教育旅行宿泊者数 ３２万人

(平成２５年度）

１．福島県の現状
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■全国新酒鑑評会 金賞数２６ 全国１位
(平成２４年度）



県内主要経済指標

２．福島県の経済動向

（出所：一般財団法人とうほう地域総合研究所）
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震災後の福島県経済の動向

注：上記データは、各月の6カ月後方移動平均値を算出し、2011年2月を100として指数化。雇用保険受給者実人員は実データの逆数。

資料：とうほう地域総合研究所

○建設・雇用は好調、総じて震災前の水準を上回る

■平成２６年８月の県内経済 （震災前の平成２３年２月を１００として指数化）

公共工事

有効求人倍率

建設着工

住宅着工

新車登録台数

雇用保険受給者

大型小売
鉱工業

福島県は“復興から成長”のステージへ
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雇用保険受給者実人員は実データの逆数。（失業者数が減少していることを示す）



３．人口・雇用・地価の動向

人口動向

■震災前水準に戻る出生率

増加幅が全国最大

雇用動向

出生率が回復・県外からの帰還傾向鮮明

復興需要を背景に引き続き求人倍率が高水準

■全国トップレベルの県内有効求人倍率

■建設関係を主体に「人手不足感」が強い

地価動向 新築住宅需要の増加により地価上昇

中通り
除染等により住民帰還進む

幹線道路開通→利便性向上、土地取引活発化

浜通り 避難した住民の帰還進む

会 津 観光入り込み回復→経済活性化

用途別 住宅地 商業地 工業地

主
要
都
市

福島市 ２．５ ０．３ ０．６

郡山市 ２．７ １．９ ０．０

いわき市 ５．７ ２．６ １．９

会津若松市 ０．６ ０．４ ０．０

県平均 １．０ △０．２ ０．７

全国平均 △１．２ △１．１ △１．５

○住宅地平均変動率上昇幅 全国第３位

■平成２６年 地価調査価格

用途別地価平均変動率

■いわき・郡山で２年連続上昇、

福島・相馬など６市町でプラス

【主な要因】
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出所：厚生労働省
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出所：福島県 地価調査結果（平成２６年９月１８日発表）
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【用途別地価平均変動率】

■避難者数減少傾向

101 93
78

51

47

61

0

60

120

180

H24年8月 H25年9月 H26年9月

○ピーク（平成２４年８月）比 ３７千人減

県外避難者

県内避難者

162
144

125

（千人）



４．インフラ復旧・企業立地動向

交通網の復旧整備が加速インフラ整備

■国道６号線

○全線で一般車両通行可能

（平成２６年９月）

■東北中央自動車道

（福島ＪＣＴ（仮）―米沢北ＩＣ間）

○全線供用開始予定

（平成２９年度内）

■常磐自動車道

○全線開通予定

（平成２７年ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝ・ｳｨｰｸ前）

■ＪＲ常磐線

○相馬－浜吉田 再開予定

（平成２９年春）

補助金制度が企業立地を後押し企業立地動向

○ふくしま産業復興企業立地補助金

約４，８００人

雇用創出見込み

○津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金

■企業立地補助金の後押し

約２，２００人
雇用創出見込み
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【県内工場（敷地面積1,000㎡以上） 新・増設状況】

対象先 ４２５社

補助予定額 ２，２４３億円

5出所：福島県商工労働部

２３

４２
５２

１０２ １０２

■国道１１５号 相馬福島道路

(常磐道相馬ＩＣ～東北道福島北ＪＣＴ（仮）間)

○全線開通予定

（平成３０年度内）

（件）

■県内で工場の新増設の動きが急増

（平成２６年９月末現在）

■新設 ■増設

対象先 １８２社

補助予定額 ８３１億円

出所：福島県



５．県内の産業集積

エネルギー関連・医療産業等の集積 各種研究開発・産業創出拠点の整備が進み復興の推進力に
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■福島空港メガソーラー

提供：（独）産業技術総合研究所

医療機器 イメージ

風力発電 イメージ

風力発電 イメージ

太陽光発電 イメージ

太陽光発電 イメージ
アグリ イメージ

イメージ

■福島県医療機器開発・

安全性評価センター（仮称）

■産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所

■会津大学復興支援センター

（先端ＩＣＴラボ）

■会津電力

■ユーラス矢吹中島ソーラーパーク

■西郷村太陽光発電事業

■福島空港メガソーラー

■南相馬ソーラー・アグリパーク

■相馬港のＬＮＧ基地等整備

■いいたてまでいな太陽光発電事業

■沿岸部大規模太陽光発電事業

■小名浜太陽光プロジェクト

■石化ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）

■楢葉町沿革技術開発センター

■浮体式洋上風力発電設備

「ふくしま未来」

■木質バイオマス発電所

■柳津西山地熱発電所

医療機器 イメージ

提供：（独）産業技術総合研究所

イメージ

アグリ イメージ

太陽光発電 イメージ

太陽光発電 イメージ

風力発電 イメージ

風力発電 イメージ

提供：福島洋上風力

コンソーシアム

提供：㈱グリーン発電会津



６．産業の動向

観光産業 様々なイベント等により観光再生が加速

■観光を盛り上げる様々なイベント

○B－１ グランプリｉｎ郡山 ○日本陸上競技選手権大会

○大河ドラマ「八重の桜」 ○東京ｶﾞｰﾙｽﾞｺﾚｸｼｮﾝ ｉｎ福島2014

■観光客入込総数 ４，８３１万人、２年連続増

■本県への教育旅行 前年度比３２．７％増
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【福島県への教育旅行の利用実績推移】

○ふくしまﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ（平成２７年４月～６月）

○第７回 太平洋・島サミット（平成２７年５月）・いわき市

【今後予定のイベント】

千人 千校

出所：福島県観光物産交流協会

製造業 復興から成長に向けた戦略的な投資が加速

■本県、製造業の設備投資計画額は東北（＋新潟県）で最多

【東北６県＋新潟県の平成26年度設備投資計画額】

■県内企業の平成２６年度の設備投資計画額 １，１５８億円

○前年度実績比＋４０．９％（全国平均１５．２％）

○国・県の助成制度

○景気回復基調による本県企業の業績改善傾向

出所：日本政策投資銀行東北支店

■助成制度や景気回復基調が後押しとなり、本県企業への

再投資が堅調

イメージ出所：郡山市

7

単位：億円

■平成２５年度 本県医療関連機器生産額 前年比１４％増

○４年連続の増加

億円 【医療関連機器生産額】

■実績 ■目標値

出所：福島県

来場者

約１万人

来場者

約４５万人

平成２１年 ８０１億円 （全国８位）

平成２２年 ９１１億円 （全国６位）

平成２３年 ９７６億円 （全国５位）

平成２４年 １，０８９億円 （全国４位）

平成２５年 １，２４４億円 （順位未発表）

【医療関連機器生産額 全国順位】



ⅡⅡ．平成．平成２６２６年度年度中間中間決算の概要決算の概要
((単体）単体）
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１．平成２６年度 中間決算の概要

▲１０３▲６信用コスト

＋１２４その他臨時損益

▲１５２５１コア業務純益（営業利益）

＋３４６５０中間純利益

前 年

同期比

２６年度

中間期（ａ）

＋５３４４０役務取引等利益

▲３１１８株式等関係損益

＋５▲２２金銭の信託運用損益

＋０６６債券関係損益

＋１１６７７８税引前中間純利益

＋５３０７３１２経常収益（売上）

▲５４▲０
その他業務利益
（除く：債券関係損益）

▲１

７９

１７

１８９

２０１

２４１

▲１０特別損益

資金利益

＋１２６６経常利益

＋２１４有価証券関係損益

＋６１８３経費

＋５２３６コア業務粗利益

＋４１９７

２５年度

中間期（ｂ）

（単位：億円）
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■コア業務純益（※銀行の本来業務で計上された利益）

○資金利益は、貸出金・有価証券残高ともに着実に増加
市場金利の低下等あるものの、前年同期比増加

○役務取引等利益は、預かり資産収益、Ａｌｗａｙｓカード収益が寄与
前年同期比増加

○粗利益の増加により経費の増加を吸収し、コア業務純

益は、前年同期の水準を確保

■有価証券関係損益

○市況に応じた機動的売買等により、前年同期比増益

■信用コスト■信用コスト

○経営支援の積極的な展開により、信用コストの戻入益が発生

■経常利益、中間純利益

○経常利益、中間純利益ともに前年同期比増加

■通期業績見通し

○通期業績の達成に向け、着実に進捗

１２５．０％

１２３．０％

１２５．０％

１２１．５％

達成率

５０

８０

５０

７９

実績

中間期
平成２６年度公表

業績予想

当期純利益

経常利益

当期純利益

経常利益

４０

６５単
体

４０

６５連
結

中間純利益は前年同期比３億円の増益となり当初業績予想を上回る５０億円を確保

（※）粗利益－経費

平成２６年度 中間決算のポイント

８６

１４１

８５

１４０

通期

業績予想



3,202

2,533

2,127

1,852

2,890
2,694

742

425
482

507

431

358

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

200

400

600

800

1,000

預かり資産残高　(投資信託＋生命保険）
預かり資産（投信＋保険）販売額【年間】
預かり資産（投信＋保険）販売額【上半期】47,914

1,432

878

807

890
858

917

2,285

30,748

40,335

44,348 45,555

51,250

1,541

1,951
2,033

2,220

2,154

840

974

1,320

1,643

2,050

1,836

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

9,383

27,53025,899
23,820

21,286

28,366 29,411

8,846

8,155

8,626

7,868

6,086

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

２２．．総預かり資産総預かり資産の状況の状況

（億円）

（億円）

0

10

（億円）

0

総預かり資産残高は前年同期比２，３４８億円増加（増加率＋４．６％）。うち預金残高は前年同期比 ２，６３８億円増加（増加率+6.5％）

特に個人預金残高は前年同期比 １，８８１億円増加（増加率＋６.８％）

5兆円突破

総預かり資産残高【預金＋預かり資産】の推移 個人預金＋法人預金の推移

預かり資産残高・販売額 【投資信託＋生命保険】の推移

前年同期比
＋２，３４８億円
（増加率+４.６％ ）

34,756

44,682

48,917

50,201

55,683

52,550

預金

公共債

投資信託

生命保険

前年同期比

＋２，６３８億円
（増加率+7.3％）

（億円）

27,372

31,688
34,054

36,156 37,212

38,794

法人預金

個人預金

前年同期比

＋５０８億円
（増加率+１８．9％）



6,236

5,097

14,357
14,588

11,762 13,022 13,417 13,820

5,678
5,857

6,1006,020
6,160

3,515

4,050 4,259
4,451

5,004

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

5,747
5,682

5,160
5,358

5,547
5,635

4,500

5,000

5,500

6,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

25,387

303

1,307

20,778

22,698

23,430
24,085

25,450

304

288

267

231

176
600

1,560

1,239

939

1,020

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

３３．．貸出金貸出金の状況の状況

（億円）

前年同期比
＋１，６０４億円
（増加率+６.３％ ）

11

前年同期比

＋１１２億円
（増加率+1.9％）

総貸出金＋私募債残高は前年同期比１，６０４億円増加（増加率+６.３％）。

貸出金＋私募債残高は前年同期比１，３１７億円増加（増加率+５.４％）し、２兆５千億円を突破。

2兆5千億円突破

総貸出金＋私募債の推移 貸出金＋私募債の推移

個人ローン残高の推移

21,555

24,490

24,937

25,394

26,693

26,998

貸出金
＋私募債

25,691億円

0

20,955

22,929
23,698

24,373 25,754 25,691

前年同期比

＋１，３１７億円
（増加率 +5.4％）

5,678

（億円）

（億円）

5,857

6,020
6,100 6,160

6,236

うち住宅ﾛｰﾝ

その他

貸出金等

私募債

貸出金

公金貸出金等

個人ローン

事業性貸出金

（私募債含む）

前年同期比

＋１３５億円

（増加率+2.2％）

6千億円突破

0



40.4%
41.1%

44.9%

39.5%

45.4%

48.2%

13.4%

16.6% 16.2%
17.0%

14.6%15.0%

19.2% 18.7%
17.4% 17.5%

18.9%

17.3%

10%

20%

30%

40%

50%

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 26/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫

４．福島県内の預金・貸出金シェア

福島県内の預金シェアは４４．２％（前年同期比３．２％増加）

福島県内の貸出金シェア [私募債（255億円）除く］は３９．９％（前年同期比０．８％増加）

12

40.5%40.5%

38.0%

40.5%
38.8%

38.0%

18.9% 19.0%
19.5% 19.1%19.5%

18.9%

16.1% 15.5%15.5%16.3%16.1% 15.6%

10%

20%

30%

40%

21/3末 22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 26/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫

農協・政府系金融機関を除く、本部貸含む

貸出金シェア
（私募債含む）

預金シェア
（譲渡性預金除く）

ゆうちょ銀行・農協を除く、本部預金含む、譲渡性預金除く

福島県内の預金シェアは着実に伸張し ４８．２％

福島県内の私募債を含めた貸出金シェアは ４０．５％（推計）

福島県内預金シェアの推移 福島県内貸出金シェアの推移

譲渡性預金残高（26／3末） 約４，０００億円



3.87
3.713.763.99

3.49
3.40

2.47

3.95

3.97

3.55 3.68

0.690.70

0.88

0.95

1.03
1.091.07

0.79

0.65
0.60

0.53

0

2

4

6

２１/上 ２１/下 ２２/上 ２２/下 ２３/上 ２３/下 ２４/上 ２４/下 ２５/上 ２５/下 ２６/上

0.0

0.3

0.6

0.9

1.2

円建債券平均運用期間(左軸）
円建債券平均利回り（右軸）

５５．有価証券の状況．有価証券の状況

5,578
6,466 6,645 6,135 6,228

7,594

925

1,273
1,998

2,034
2,522

2,657

1,918

2,221

3,178
3,452

3,281

3,879

329

327

368 400

432

783

875

1,217 1,204

1,935

2,301

405

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２５/９ ２６/３ ２６/９

（億円）

（％）

13

前年同期比
＋３，６３７億円（増加率+27.5％ ）

※平均運用期間はアセットスワップ考慮後

（ご参考）運用期間４年の国債利回り０．１１５％（平成２６年９月末）

投資環境や市場動向を踏まえ機動的な資金運用に努めた結果、前年同期比 ３，６３７億円増加（増加率＋27.5％）

有価証券の構成推移 円建債券平均運用期間・利回りの状況

16,866

（年）

9,535

11,164

13,409 13,229

14,913
その他

株式

社債

地方債

国債



６．資金利益の状況

１８

４９

１７９

２１０

２２／上

１２

４９

１６９

２０５

２３／上

９

５５

１５４

２０１

２６／上（ｂ）

▲０９１０うち預金等利息（▲）

＋４５１４４うち有価証券利息

＋１１５３１６６うち貸出金利息

＋４１９７２００資金利益

増 減
（b）－（a）

２５／上（ａ）２４／上

（単位：億円）

0.07% 0.05%
0.11%

0.03%0.04%

1.54%

1.72%

1.36%
1.23%

1.15%

0.69%
0.75%

0.77%
0.95%

1.10%

0.53%

0.68%

0.77%

1.03%

0.94%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

２２／上 ２３／上 ２４／上 ２５／上 ２６／上

貸出金利回

有価証券利回

預金等利回

14

（上半期実績）

市場金利は低下傾向も、貸出金・有価証券の残高増加が寄与し、資金利益は前年同期比 ４億円増加

平成２０年度上期以来、６年ぶりに資金利益が前年同期比プラス

資金利益内訳

利回りの推移

＜参考＞10年国債利回



ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
手数料

その他
手数料

1,206 1,107 1,136 1,035

3,628 3,555 3,643 3,586

1,776 1,736 1,792 1,844

963 978 1,076 1,433
295 198 206

387665 803
937

1,063
1,725 1,963

2,228

3,438

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３

487502

1,7611,770

928909

690750

173124

578498

2,016
1,597

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

２５/９ ２６/９

７．役務取引等収益（手数料収益）の状況

（百万円）

預かり資産

クレジットカード

（Ａｌｗａｙｓ）

892
1,167

1,443

2,343

911

82
97

66

183

719
698

748

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３

生命保険 投資信託 その他（百万円）

15

預かり資産、クレジットカード手数料等の増加により、前年同期比 ５億円増収

6,155

役務取引等収益の推移 預かり資産収益の推移

クレジットカード（Alwaysｶｰﾄﾞ）関連収益の推移

年度推移 中間期推移

6,636

10,340

11,021

12,790

生命保険

10,258

1,725

年度推移

1,963
2,228

3,438

1,023

1,432

118

75

508

454

0

500

1,000

1,500

2,000

２５/９ ２６/９

投資信託

中間期推移

1,597

2,016

年度推移 中間期推移

（百万円）

（百万円）

（百万円） （百万円）

419
500

716
616

347

321

246
303

267

202

225

247

0

200

400

600

800

1,000

２３／３ ２４／３ ２５／３ ２６／３

100

200

300

336
379

162

199

258

280

0

200

400

600

２５／９ ２６／９

100

200

300

（千会員） （千会員）会員数 会員数

665

803

937

1,063
498

578

法人関連

ＡＴＭ関連

決済関連

為替関連

その他



8
9

9291

84 87

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

２５／９ ２６／９

22 20 27 27
22 23

22 24

106 111 112 116

50

100

150

200

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３

16 16
18 16

183182
184188

151 154 162 168

0

50

100

150

200

250

300

350

400

２３／３ ２４／３ ２５／３ ２６／３

８．経費の状況

16

３６３
３５６ ３５４

（億円）

2,038
22/9末

2,042
23/9末

2,043
26/9末

2,0152,021職員数

25/9末24/9末

１５１ １５４

（億円）

店舗リニューアルなど大型投資を実施したことに加え、預金保険料等の増加もあり、前年同期比増加

３６８

１６２

（人）

経費の推移

職員数の推移

物件費の推移

１６８

（億円）

１８３
１８９

0

13 12

14 17

55 57

0

20

40

60

80

100

２５/９ ２６/９

（億円）

８４
８７

預金の増加に伴う預金保険料増加：＋３億円

店舗リニューアルなど戦略的投資による一般物件費増加：＋２億円

年度推移 中間期推移

年度推移 中間期推移

税金

物件費

人件費

預金保険料

減価償却費

一般物件費



-6

3

58

26

1
5

-30

20

70

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 26/9

495

118
29 27 10 20

451

444 412
302

378 360
277 239

506

200

209
202

246
210

155

139
141

821 10

871

0

500

1,000

1,500

2,000

１４/３ ２０/３ ２１/３ ２２/３ ２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２６/９

（億円）

1,873（ピーク時）

682

1.431.59

2.14

2.48
2.58

3.10

1.80

1.14
1.30

2.022.01

2.62

1

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 26/9

金融再生法開示債権比率

仮に部分直接償却した場合

（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金の計上ではなく、
貸倒償却として債権額から直接減額すること。

769

642

17

９．貸出資産の質

537

正常債権 26,718億円
（９８．５７％）

金融再生法開示債権 ３８９億円 （1.43％)

地銀トップクラスの

低水準

559
609

389

金融再生法開示債権比率は１．４３％まで低下（部分直接償却を実施した場合は１．１４％） いずれも２％を切る低水準

427

破産更正債権等

危険債権

要管理債権

今中間期は

戻入益が発生

金融再生法開示債権の推移

信用コストの推移

金融再生法開示債権比率の推移

▲６

金融再生法開示債権比率
10.35％

仮に部分直接焼却した場合 9.08％

（ピーク時：14年3月）

（億円）
３５８億円

（ピーク時：13年3月）

２

３

０

２５

５０



1010．経営の健全性．経営の健全性

リスクアセット等の増加に応じて内部留保の積上げを図り、自己資本比率は１０．４５％を確保
平成２６年３月末とほぼ同水準

１０．４５％

１７，８０３

２６６

１，８６１

26/9末

１０．４４％

１７，４８４

２６６

１，８２５

26/3末

＋0．01％

＋３１８

±０

＋３５

増減

自己資本比率（ ）

リスクアセット等 （Ｂ）
（各種調整後の総資産等）

自己資本 （Ａ）

うち
負債性資本調達手段
（劣後ローン）

1,560 1,594
1,736

1,825 1,861

 

 
 

10.45%10.44%

11.09%
10.67%10.88%

800

1,300

1,800

２３／３末 ２４／３末 ２５／３末 ２６／３末 ２６／９末

2.00%

7.00%

（億円）

（億円）

0
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●バーゼルⅢ自己資本比率規制の水準（国内基準行は４％以上）

を十分上回る。

バーゼルⅡ基準 バーゼルⅢ基準

Ａ
Ｂ

自己資本の推移

自己資本比率の推移

自己資本比率の推移（単体） 自己資本の推移（単体）

（平成２６年３月末より、バーゼルⅢ基準（国内基準行向け）が適用）



11．株主の皆さま方へ
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0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

２６年度中間配当 ・・・ 中間配当金は当初予定通り、前年比２５銭増配の１株当たり３円７５銭

年間の配当金 ・・・ 期末配当金は３円７５銭を予定。 年間の配当金は１円増配した前年と同額の７円５０銭とする予定

株主優待の充実１株あたり配当金

（中間）

３．７５円

（期末予定）

３．７５円

（円）
（予定）

創立７０周年記念配当

中間配当金は予定通り
前年比25銭増配

■株主優待定期預金

１年もの定期預金（預入金額 １０万円以上３００万円以内）に

０．３％の金利上乗せを実施

【取扱実績】 （平成２６年９月末残高）３，２４４件／７６億円

■「株主さまご優待：ふくしまからの贈りもの」（平成２６年６月より新設）

ご優待品カタログより①、②のいずれかをご選択

①「福島県宿泊施設ご優待券」 （ご利用可能施設２２０先）

②「福島県の特産品」 （計５０品目）

福島県復興支援通販「うつくしま良品本舗」の人気商品を集め

その中からお好みの品物をご選択

ご優待券種保有株式数

5,000円5,000株以上
3,000円1,000株以上5,000株未満

6.0 6.0 6.0

6.5 6.5

7.0

6.5

7.5 7.5

■中間配当 ■期末配当



ⅢⅢ．．中期経営計画中期経営計画
「東邦“一歩一歩”計画」「東邦“一歩一歩”計画」

20



東邦“一歩一歩”計画（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）
～未来を見据え、着実な「前進」を～
計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

東邦“一歩一歩”計画東邦“一歩一歩”計画（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）（“ステップ・バイ・ステップ”プラン）

～未来を見据え、着実な「前進」を～～未来を見据え、着実な「前進」を～
計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）計画期間：平成２４年４月１日～平成２７年３月３１日（３年間）

新中期経営計画

Ⅱ．成長戦略の
着実な遂行

Ⅱ．成長戦略の
着実な遂行

Ⅰ．復興に向けた
福島への貢献

Ⅰ．復興に向けた
福島への貢献

Ⅲ．経営体質の
更なる強化

Ⅲ．経営体質の
更なる強化

基本方針基本方針

法令等遵守・リスク管理態勢の強化

総預金 平均残高 ４兆円以上
総貸出金 平均残高 ２兆５千億円以上

主要勘定目標 経営指標目標

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く長 期 目 標

(※1)実質業務純益－債券関係損益、 （※2）ゆうちょ銀行・農協を除く、（※3）農協・政府系金融機関を除く。

（商標登録第5238791号）

～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

創立７５周年（平成２８年度）

当期純利益

１００億円以上を目指す

創立７５周年（平成２８年度）

当期純利益

１００億円以上を目指す

１．中期経営計画の概要（１）
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コア業務純益（※１）

当期純利益

自己資本比率

１２０億円以上

８５億円以上

１１％以上

〔福島県内〕

預金シェア（※２）
４５％以上

貸出金シェア（※３）

４２％以上



コア業務純益
当期純利益

20,822

22,511

24,433

26,590

25,00025,247

15,000

20,000

25,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度中間 26年度

30,118

34,640

38,980

48,473

40,000

45,083

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度中間 26年度

51

113
107

95

120

103

0

50

100

150

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

総預金平残
億円

総貸出金平残億円

50
44 46

62

85
90

0

50

100

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

億円コア業務純益 当期純利益

中計
目標

以上

以上

以上

以上

中計
目標

中計
目標

中計
目標

45
44.9

48.2

45.4

41.1 42

40.5 40.5
40.5

38.8

36

38

40

42

44

46

48

50

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

預金シェア

貸出金シェア

福島県内預貸金シェア
％

以上

以上

（※1）ゆうちょ銀行・農協を除く、（※2）農協・政府系金融機関を除く、当行私募債含む

（※1）

（※2）

中計
目標

22

85

修正計画

103

２．中期経営計画の概要（２）～主要勘定目標、経営指標目標～主要勘定目標、経営指標目標～

預金シェア

貸出金シェア

億円

修正計画

10.88
10.67

10.45

11.09

10.44

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

11.00

12.00

13.00

23/3末 24/3末 25/3末 26/3末 26/9末

自己資本比率

バーゼルⅡ バーゼルⅢ
％



３．企業のライフステージに対応した支援【創業期】
（１）起業・創業支援への取組み

次世代創業支援ファンド・ローン

金融庁「新規融資や経営改善・事業再生支援等における参考事例集」に掲載

■累計実績（平成26年11月20日現在）

【次世代創業支援ファンド】 ６件 ３２０百万円

匿名組合出資１００百万円太陽光発電

５０百万円

１０百万円

６０百万円

５０百万円

５０百万円

投資額

太陽光発電

情報サービス

婦人服小売

植物工場

クリーニング

事業内容

株 式

出資形態

株 式

株式および社債

株 式

株 式

創業支援 出資・融資などによる総合的なサポート 若手経営者支援 次世代経営者支援体制の構築

【スキーム図】

～地域経済の活性化・雇用創出を目指すお客さま～

新規創業・
第二創業

ベンチャー企業・
成長分野

地場産業・
伝統産業等

次世代経営者

出 資 ご 融 資

出資・融資による総合的サポート

復興支援「とうほう次世代経営者倶楽部」

会員数 ６４０名

◎人脈づくりのお手伝い

◎復興に向けた情報の提供

◎経営者としてのスキルアップ支援

若手経営者向け実践講座

「とうほう次世代経営者塾」創設

第一期生

第二期生

３２名（うち女性４名）

２７名（うち女性５名）

とうほう・次世代
創業支援ファンド

■出資総額：10億円
■運営期間：10年

とうほう・次世代
創業支援ローン

■融資総枠：200億円
■融資金額：3億円以内

創設の目的
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【とうほう次世代経営者セミナー】



３．企業のライフステージに対応した支援【成長・成熟期】
（２）多様な資金ニーズへの対応

復興資金の提供

■震災関連制度資金の実行額累計（震災以降平成26年9月末）

個人向け

事業者向け ４，５００件 ／ １，０５０億円

５００件／ ７億円

復興支援ファンド等の活用

■ふくしま応援ファンド

投融資実績累計

■東日本大震災中小企業復興支援ファンド

投融資実績累計

８８億円

５０億円

２０億円

１００億円

３０億円

３６億円

３２億円

ファンド総額

当行、中小機構

青森、岩手、七十七銀行
同上

東日本大震災

中小企業支援ファンド

当行、日本政策投資銀行経営支援ふくしま応援ファンド

当行、農林機構

県内金融機関
成長分野支援

ふくしま地域産業

６次化支援ファンド

当行、中小機構

県内金融機関
同上福島産業復興機構

当行、中小機構

県内金融機関
事業再生支援うつくしま未来ファンド

当行、日本政策投資銀行

東北地銀
同上東北グロースファンド

当行、日本政策投資銀行

東北地銀

株式未公開

会社支援
東北インキュベーショ
ンファンド

う

ち

当

行

出

資

額

４７

億

円

主な出資者ファンドの種類ファンド名

私募債の積極的な引受け

■私募債引受額累計 ５１３件／５８１億円（平成26年9月末）

＜私募債残高推移＞

23,212

26,785
28,169

15,000

20,000

25,000

30,000

25/3 26/3 26/9

動産担保融資（ＡＢＬ）への取組み

■不動産担保・個人保証に依存しない融資手法

■「動産評価アドバイザー」５名を本部専門部署に配置

473

3,565

3,110

0

1000

2000

3000

4000

２４年度 ２５年度 ２６年度中間期

（百万円）

（百万円）

＜ＡＢＬ取組実績（含む予定額）＞

（平成26年9月末）
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■ファンド出資状況

１２件 ／ ３０億円

１件 ／ ３億円

【食料品】

【車輌】

【飼育牛】

【機械】



３．企業のライフステージに対応した支援【成長・成熟期】
（３）地域の基幹産業および成長産業の支援

成長産業等の支援地域の基幹産業支援 お客さまの販路拡大等を支援

「食」関連産業の支援

■「ふくしまフードフェア」（食の商談会）

福島県・ＪＡ福島・農林中金と共催

■「ふくしま酒まつり」を共催（於:東京丸の内「丸ビル」）

「ふくしまの酒」をＰＲする

イベントを県酒造協同

組合と共催。

丸ビルを所有する

三菱地所が全面協力。

観光産業の支援

■当行の株主優待制度

「ふくしまからの贈りもの」において

①「福島県宿泊施設ご優待券」

②「福島県の特産品」の

いずれかをご提供

ものづくり産業の支援

■ 工場立地・企業進出を支援

首都圏駐在行員を配置

■「東邦・ビジネスマッチング」実績（ものづくり関連企業）

参加企業２０社 商談件数８０件

再生ｴﾈﾙｷﾞｰ分野、医療産業等を支援

■再生可能エネルギー分野への融資実績

(平成26年9月末累計）

■立地企業対象先への融資実績

18129Ｂ．復興特区利子補給金

Ａ．立地補助金 725196

制度名

906225合 計（Ａ＋Ｂ）

2819津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金

697177ふくしま産業復興企業立地補助金

実行金額件数
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１５６件 ２７８億円

(単位：億円、平成26年9月末累計）

■ 協働事業プロジェクト「アクションＪＡＴ」

当行、常陽銀行が橋渡し役となり、

産総研・福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所と

企業の連携を支援



≪専門家関連提携先≫

【インド】

インドステイト銀行

【フィリピン】

メトロポリタン銀行

【インドネシア】

バンクネガラインドネシア

【台湾】

中國信託ホールディング

【ベトナム】

ベトコム銀行

【タイ】

カシコン銀行

行員派遣中（１名）

【韓国】

SBJ銀行（新韓銀行グループ）

【中 国】

中国商工銀行

福島県上海事務所・

行員派遣中（１名）

【会計・税務・コンサル】
有限責任監査法人トーマツ
ﾃﾞﾛｲﾄ・ﾄｰﾏﾂﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ・
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ
【国際物流】
日本通運
【貿易保険】
日本貿易保険（NEXI）

【海外情報提供・コンサル】

大和証券
【海外リスクコンサル】
東京海上日動火災保険
三井住友海上火災保険
損害保険ジャパン
【海外セキュリティー対策】
ALSOK福島綜合警備保障
セコム

福島から世界へ

○輸入の決済代金

○海外進出資金等への資金手当

○海外現地法人向け直接融資

５５０社出展

「ＦＢＣ上海２０１４

（ものづくり商談会）」

平成２６年７月開催

「ものづくり商談会

＠バンコク２０１４」

１５０社出展

３．企業のライフステージに対応した支援【成長・成熟期】
（４）海外マーケットへの進出支援

海外マーケットへの進出支援

■ 金融サービスの拡充

■「海外事業支援セミナー」の開催

■海外における商談会の開催（共催）

海外銀行との提携、行員海外派遣等によりお客さまの海外での事業展開を積極的に支援

■ 海外銀行や各種専門家と積極的に業務提携を実施
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【アメリカ合衆国】

千葉銀行ニューヨーク支店

行員派遣（１名）予定

【シンガポール】
三菱東京ＵＦＪ銀行
シンガポール支店

行員派遣中 （１名）



３．企業のライフステージに対応した支援【変革期】
（５）事業再生支援・事業承継支援

＜事業再生の実績累計＞ （先、人、億円）

外部機関と連携し積極的に支援

地域経済活性化支援機構

福島県中小企業再生支援協議会

福島産業復興機構

東日本大震災事業者再生支援機構

個人版私的整理ガイドライン運営委員会

事業再生・経営支援

＜累計実績＞（平成２６年９月末） ６件 １１億５千万円

○資本性借入金（ＤＤＳ）スキーム図

ＤＤＳ導入により

債務超過圧縮

今後得られる

収益で解消

金融検査上

自己資本と見做す

債務超過

ＤＤＳ

営業負債

借入金

債務超過

営業負債

借入金

資産資産

■ 事業再生支援の実績

■ 連携先外部機関

■ 資本性借入金（ＤＤＳ）を積極的に活用

円滑な事業承継の支援 事業承継が必要なお客さまを支援

■ 事業承継支援への取組み

○営業店と本部が連携し課題解決に向けたサポートを実施

○外部専門機関と連携し、個社毎のサポート体制を構築

280

平成25年度

190264220対応先数

平成26年度
上期

平成24年度平成23年度

■ 後継者問題への対応策等としてのＭ＆Ａ業務の取組み

○経営課題提案型営業の取組みに対する評価

日本Ｍ＆Ａセンター主催「第２回バンクオブザイヤー表彰」（注）において

最高賞となる“バンクオブザイヤー（成約実績優秀賞）“を受賞

○Ｍ＆Ａ関連手数料収入の実績
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（注）企業の営業譲渡や

資本提携に対する

取組みが顕著な地方銀行を

称える表彰

平成２５年度 １０７百万円

企業数 従業員数 融資額
13 1,016 133

地域経済活性化支援機構 3 1,411 114
24 2,433 303
5 1,622 208
45 6,482 758

支援協議会

その他私的再生
法的再生
合計



○「あつまれ 元気な
ふくしまっ子」

主

な

商

品

等

○教育資金専用口座
「未来・ふくしまっ子」

○写真付普通預金通帳

○相続専用定期預金
「とうほう・想いのかけはし」

○退職金専用定期預金
「Ｎｅｗステージサポートプラン」

○年金定期Ⅱ

○年金感謝３Ｄａｙｓの実施

○年金自動受取

ローン関連

○「積立の東邦」復活運動の実施
⇒定期預金、投資信託、保険商品、国民年金基金の積立獲得運動の展開

若年層との取引強化
（取引開始）

マネーライフプランの相談
（資産運用・ローン・保険等）

セカンドライフの相談
（年金・相続等）

○誕生 ○進学 ○就職○結婚○お子様誕生○住宅取得○お子様進学 ○介護○退職○年金○相続

○株主優待定期預金

○Ａｌｗａｙｓカード

○少額投資非課税制度

○投資信託
⇒一括購入・積立投信

○給与振込

○積立定期預金

○インターネットバンキング

○各種提案ＤＭの発送

○各種相談会の実施

⇒方部ごと、全営業店一斉

等で開催

○教育ローン

○オートローン

○住宅ローン ○女性向けローン
⇒住宅ローン「きらら」、 フリーローン「キララ」

○カードローン
⇒ＡＴＭカード、あんしんプラス、スマートネクスト○各種ローン

４．個人のライフステージに対応した支援
（１）赤ちゃん世代からシニア世代まで

誕生～若年期誕生～若年期 青年～壮年期 高齢成熟期
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世代層別の当行メイン化を積極的に推進
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４．個人のライフステージに対応した支援
（２）集まる預金の仕組みづくり・個人ローンの取組み

イベント・ベースト・マーケティング（ＥＢＭ※）の導入

■お客さまのライフイベント・ニーズに合致した

複合的なサービスをご提案

＜ ＥＢＭシステム～マーケティングを高度化～＞

個人ローン推進体制の強化

より一層お客さまのニーズを捉えた営業へ

ローン専門店

ローンプラザ福島

八山田ローンセンター

仙台ローンセンター

郡山ローンセンター

ローンプラザ須賀川

ローンプラザ会津

白河ローンセンター

いわき平ローンセンター

いわき鹿島ローンセンター

ローン専門店における個人ローン残高の推移

クロスセル（複合取引）を強化

2,8822,6862,4642,1982,060

500

3,000

5,500

22/9末 23/9末 24/9末 25/9末 26/9末

（億円）

5,678 5,693
5,965 6,100 6,236

個人ローン全体ローン専門店

ＮＩＳＡ

給与振込
年金受取

口座開設

クレジット一体型
キャッシュカード

住宅ローン

各種ローン

少額非課税制度

（※）イベント・ベースト・マーケティング （Ｅｖｅｎｔ Ｂａｓｅｄ Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ）

お客さまのお取引などの変化を捉え、最適なタイミングで最良な商品やサービスを

提供する営業手法



【店舗建替】

郡山中町支店（26年4月）

【新設】

八山田支店（24年11月）

【店舗統合】

北福島支店（23年2月）

＜福島県外店舗＞
【移転】 水戸支店（24年12月）、 新宿支店（25年7月）、 新潟支店（25年7月）

【店舗移転】

矢吹支店（25年3月）

５．震災以降の店舗施策

【店舗建替】

谷川瀬支店（26年11月）

＜土・日営業実施店舗＞

八山田支店、北福島支店、いわき鹿島支店、郡山東支店、谷川瀬支店

＜宮城県内＞
【店舗新設】

名取支店（26年5月）
※平成２７年８月

「名取市杜せきのした 」へ

新店舗移転オープン

30



６．新たなＡＴＭ戦略と店舗戦略

■不測の事態にも金融サービス提供できる体制整備

■避難されているお客さまへの利便提供

お客さまへの利便性向上へ向け多様な対応

ＡＴＭサービスの拡充

【移動ＡＴＭ車】 【移動店舗車（イメージ図）】
平成２７年４月稼動予定

▼視覚障がいをお持ちの方に
配慮したＡＴＭ

自行ＡＴＭ利用手数料完全 無料化

新型ＡＴＭ導入

通帳繰越機能付ＡＴＭ インストア型ＡＴＭ

移動ＡＴＭ車から移動店舗車へ

▲仙台駅構内のインストア型ＡＴＭ
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７．他行・他業態との連携

32

【参加行】
千葉銀行、第四銀行、北國銀行、中国銀行、伊予銀行、当行

【主な実績】

○平成２４年４月新営業店システム導入

○既存サブシステムの共同化・連携検討

○大規模災害発生時の相互協力協定を締結

○市場・国際業務の連携強化に関する協定を締結

▲災害時相互協力に関する協定書締結式

ＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクト

■システム共同化検討

プロジェクト（平成２０年３月～）

■システム領域以外での

幅広い連携も検討

県内７金融機関「災害時協定」を締結 業態を超えた連携

全国初

■福島県を主な営業基盤とする３地銀と４信用組合で

「災害時相互協力に関する協定書」を締結

■災害発生時にもお客さまに安心して金融サービスをご利用

いただける体制を強化

▲災害時相互協力に関する協定書締結式

中国銀行

北國銀行

第四銀行

千葉銀行

伊予銀行

ＴＳＵＢＡＳＡ（翼）プロジェクト参加行

サービスの充実、経営の効率化に向け地銀連携・他業態との連携を積極展開



８．独自の研修体系「とうほうユニバーシティ」

とうほう

ユニバーシティ

全学類共通

経営理念

コンプライアンス

キャリア形成

実務学類

法人営業強化

個人営業強化

専門学類
次世代リーダー育成

国際感覚醸成

地域密着型金融強化

営業力強化・

キャリア形成

教養学類

中堅行員育成

若手行員育成

自己啓発支援

経営学類

支店長・

副支店長育成

役席育成

「とうほうユニバーシティ」
「基本方針」

○高い倫理観のある職場風土の醸成に向けた人材の育成
○マネジメント力の強化に向けた人材の育成
○基本業務能力の向上に向けた人材の育成
○営業力の強化とコンサルティング力の向上に向けた人材の育成
○当行の永続的な成長を担う（中長期的な）人材の育成

独自の研修体系「とうほうユニバーシティ」

行内研修・行外研修・休日セミナーを開催

行外派遣研修等への積極的な派遣

海外研修への積極的な派遣

■企業、官公庁等への派遣

■派遣数は地方銀行トップクラス 毎年２００名以上派遣

■講座数充実、受講者数増加

■当行独自海外研修（米国）を毎年継続開催

１，５００名２３休日セミナー

２５０名１３０行外研修・行外留学

４，３００名１６６行内研修・行内留学

のべ受講者数講座数

（平成２５年度実績）

≪主な派遣実績≫

地方銀行協会研修・留学

大手不動産会社

大手再生可能エネルギー関連事業会社

大手Ｍ＆Ａ仲介会社

大手シンクタンク

大学院

官民ファンド

メガバンク等金融機関

国、県、市などの官公庁
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■地銀協海外研修（東南アジア）、
他社主催海外研修（米国、ヨーロッパ）等に派遣

平成２５年度累計 派遣実績 ３０名



９．若手と女性、ベテランとシニアの活躍支援
～育児と介護サポート～

ワーク・ライフ・バランス支援の拡大

７０歳までの活躍機会の拡大

事業所内保育施設
「とうほう・みんなのキッズらんど」開設

▲オープニングセレモニー

６０歳から６５歳まで

○毎日勤務、ポスト職への登用

○女性支店長４名（うち一般店舗２名）、女性副支店長６名

○女性役席 約１３０名（３年比較＋５０名）

女性役席者比率１１．６％（３年比較＋４．７％）

女性の活躍機会のさらなる創出

厚生労働省 平成２６年度

「福島労働局長優良賞」受賞

時間外勤務の“朝型”シフトへの取組み

６５歳から７０歳まで

○「シニアサポーター」として活躍

「女性の能力発揮促進に向けた

積極的な取組み」が評価

効率の上がる

“朝型”へ労働時間をシフト

○原則、営業店は１９時に業務終了
○毎朝７時３０分～
始業前の時間を有効活用

健康増進

ワーク・ライフ・バランス

業務効率化

▲「福島労働局長優良賞」表彰式

毎朝７：３０～
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○「東邦銀行陸上競技部」、「東邦銀行野球部」をはじめ

「吹奏楽部」「合唱部」など９クラブ総勢３００名が活動中

【東邦銀行陸上競技部】

【東邦銀行野球部】

全日本実業団対抗陸上競技選手権女子総合４連覇

【シーガルテニスクラブ】【ランナーズクラブ】

【ＴＯＨＯカルテット】

【バスケットボールクラブ】 【そば打ちクラブ】

【吹奏楽部】 【合唱部】

１０．東邦銀行の行内クラブ活動

活発なクラブ活動
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１１．地域貢献・ＣＳＲ（社会貢献）への取組み

高校生に金融経済の仕組みを

楽しく知ってもらう目的で開催

子どもたちに「お金の使い方」「銀行業務」

について理解を深めてもらうことを目的に

開催

○福島大学にて寄附講座を開講

当行役職員が講師となり

「地域金融論」について講義

○開講から４年間で６０講座実施

○障がい者の“自立と社会参加

の場の創出”を目的に

平成２４年３月に設立

障がい者雇用への取組み

地域のスポーツ活動への貢献

金融経済教育の推進

寄附講座

▲印刷や名刺・帳票作製等の業務を行う職員

○市町村対抗
福島県ソフト
ボール大会

○市町村対抗ふくしま駅伝

県営あづま陸上競技場のネーミングライツ取得

名称 『とうほう・みんなのスタジアム』
期間 平成２５年５月～平成３０年３月

株式会社 とうほうスマイル

２０１４ジャパン・パラ

陸上競技大会 ３連覇

東北の金融機関
初の取組み

▲３連覇を果たした佐藤選手

「高齢・障害者雇用機構
理事長努力賞」受賞

▲障がい者雇用の優良企業として受賞

○ＴＯＨＯ親子金融教室

○エコノミクス甲子園福島大会

「とうほうの森」づくりの実施

○平成２１年度より実施

している役職員や家族

による植林活動
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○銀行本体を含めた雇用者総数

６３名



＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

本資料には、将来の業績に係る記述が

含まれておりますが、こうした記述は、

将来の業績を保証するものではありません。

将来の業績は、経営環境等の変化等に

より異なる可能性がありますのでご留意

ください。
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